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年頭所感

明けましておめでとうございます。年頭にあたり、皆様のご健勝とご多幸をお祈り申し上げます。

ご存知のとおり、我が国は気象・地形・地質・土地利用などの諸条件から自然災害を蒙り易く、このため治水

事業が古来より国政の根幹として精力的に進められてきたところでありますが、未だに道半ばであり毎年のごと

く全国のどこかで悲惨な災害が続いております。

今後とも、国民の生命と財産を守り、安全で安心な生活ができる豊かな地域づくりのため、治水事業の促進を

果たさなければ成りません。しかしながら、昨年も山口県や北九州北部では梅雨前線豪雨等により、また台風が

度襲来し中国、四国、東北、中部、近畿地方と各地で死者・行方不明者、家屋の倒壊等の大きな被害が発生し

ております。

一方、少雨による渇水被害も毎年全国各地で発生しており、昨年は 月から 月にかけて四国、中国地方で取

水が厳しく制限されました。安定した水供給のためにダムなど水資源開発施設の整備推進が全国的に引き続き熱

望されております。

気候面では、地球温暖化の影響が目に見える形で現れ始め、これまで経験したことのない激しいゲリラ豪雨や

著しい少雨が発生しており、この傾向はこれからますます強まっていくと見られております。地球温暖化の緩和

策だけでなく、予防的な施設整備をはじめとする適応策を進めていく必要があります。

その一方で、高齢化・人口減少・都市における地下空間利用等が進んでおり、災害に弱い地域社会が増えてお

ります。しかしながら、治水事業に係る予算はこの十年ほどで約半分にまで縮減されております。その上に、こ

こにきてダムを持つ河川の治水計画が見直されることになりました。関係する地域の皆様に大きな困惑や深刻な

不安が生じており、治水事業の遅れが憂慮されます。

このような現実や将来に備え、国民の生命と財産を守るとともに、安定した経済成長の基盤に必要な堤防やダ

ム等の施設の整備は極めて重要であり、これまで以上に強力に推進していかなければなりません。

全水連といたしましては、国と地方の連携を一層深めるためにも、関係各位のさらなるご指導、ご支援を賜り

ますようお願い申し上げますとともに、本年も皆様方のますますのご発展を祈念いたしまして、新年のご挨拶と

いたします。

全国治水期成同盟会連合会

会長 陣 内 孝 雄

地域の 安全・安心 の一層向上に向けて
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平成 年という新しい年を迎え、謹んで新春のごあいさつを申し上げます。また日頃より、河川行政に対しま
してご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

昨年は、 月の中国・九州北部豪雨や 月の台風第 号など大雨や集中豪雨による水害、 月の駿河湾を震源
とする地震など各地で災害が発生しました。お亡くなりになられた方々のご冥福を心からお祈りしますとともに、
被害に遭われた多くの方々に、心からお見舞い申し上げます。

これまで時代の要請に応じた防災・減災対策を推進してきた結果、我が国の災害に対する安全度は着実に向上
してきました。しかしながら、近年、頻発する記録的な集中豪雨、高波、大規模地震等による災害は、堤防の決
壊や土石流、河道閉塞（天然ダム）等による深刻な被害をもたらし、治水対策の重要性を改めて認識させられま
した。また、地球温暖化に伴い、ゲリラ豪雨の増加、台風の激化、海面水位の上昇、少雨等により、洪水・高潮
等による災害、土砂災害、渇水被害の発生頻度の増加や規模の大型化の懸念が高まっています。さらに大規模地
震発生の切迫性が指摘されるなど、自然災害リスクの増大が懸念されており、治水対策の重要性が一層高まると
ともに、大規模自然災害発生時の対応が重要な課題となっています。
このような中、国民の生活の安全・安心を確保するため、従来の治水施設の整備とあわせて、 バンド レー

ダによる降雨の予測手法の高度化、迅速・的確な避難のための情報伝達体制の整備、ハザードマップの作成・周
知を図るなど、災害危険度の高い地域において、ハード・ソフト一体となった効果的な災害予防対策を重点的に
実施して参りたいと考えております。
また、大規模災害発生時において、国土交通省に求められる初動時の重大な役割は、災害による被害の拡大防
止、土砂崩れなどの二次災害の防止、救急医療活動に不可欠な緊急輸送道路の確保等です。この役割を迅速かつ
円滑に遂行するために、平成 年 月に緊急災害対策派遣隊（ ）を発足させました。その直後の平
成 年 月に岩手・宮城内陸地震が発生し、発生の当日から 隊員を現地へ派遣し、被災状況の調
査や施設点検、復旧工法の技術的指導等を行いました。平成 年においても、平成 年 月中国・九州北部豪雨 、
台風第 号 、 駿河湾を震源とする地震 災害においても延べ 名の 隊員及び専門家を現地
に派遣し、ヘリコプター・踏査による被災状況調査、照明車等による夜間監視・夜間作業の支援、被災した施設
に対する応急復旧工法等の技術指導を実施しました。このような被災現場での の活動に対し、自
治体等から高い評価をいただきました。
さらに、国土交通省の初動対応の充実強化を図るため、平成 年 月の 大規模自然災害時の初動対応におけ
る装備・システムのあり方検討委員会 において、被災状況の迅速な把握と監視、リアルタイムで高速・大容量
の情報を伝達、初動対応の迅速化と体制強化の提言が出されました。
これらを踏まえ、災害が発生した地域において再度災害の防止対策を優先的に実施するとともに、災害が発生
した場合の危機管理体制の充実を図って参ります。

国民の生命・財産を守ることは国の最も重要な使命です。国民一人一人が安全・安心に暮らしていくことがで
きるよう、国、地方公共団体等関係機関と連携して防災・減災対策の取り組みを進めて行くとともに、世界に対
しても日本の治水技術を広めていきたいと思いますので、皆様方の一層のご支援を賜りますようお願い申し上げ、
新年のご挨拶とさせていただきます。

新年のご挨拶

国土交通省河川局長

佐 藤 直 良
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河川局の予算全般

河川局関係予算全体について、必要性・事業効果

等を勘案し優先順位づけを徹底するとともに、実施

する事業についてはさらなる効率化を図る。

維持管理

既存施設が機能発揮するよう、コスト縮減に努め

つつ適切な維持管理を行うとともに、既存ストック

の有効活用、長寿命化対策を進める。

災害対応・危機管理対策

災害が発生した地域において再度災害の防止対策

を優先的に実施するとともに、災害が発生した場合

の危機管理体制の充実を図る。

予防的な治水対策

国民の生活の安全安心を確保するため、災害危険

度の高い地域における効果的な災害予防対策を重点

的に実施するとともに、併せて気候変動・地球温暖

化への適応策を実施する。

良好な河川環境の回復

循環と共生のための社会資本整備を進める観点か

ら、河川の再自然化や湿原の復元、ビオトープの整

備など、環境再生のための河川整備を地域の

などと協力しつつ実施するとともに、併せて観光振

興、まちづくり・地域づくりを支援する。

その他

ダム建設事業の見直しについて

治水事業については、 できるだけダムにたよら

ない治水 へ政策転換するとの考え方に基づき、事

業実施中のダム事業を 検証の対象とするもの

と 事業を継続して進めるもの とに区分した上で、

検証の対象となるダム事業について、平成 年 月

日に立ち上げた 今後の治水対策のあり方に関す

る有識者会議 が来年夏頃に中間とりまとめとして

示す予定の新たな基準に沿って、個別ダムの検証を

行うこととしたところ。（ 要請 するものも含む）

これに基づき、ダム建設事業の平成 年度予算案

においては、具体的に、以下のように措置。

継続して進めることとしたダム事業（ 事業（

施設））

可能な限り計画的に事業を進めるために必要な予

算を計上。（川辺川ダムは生活再建事業を継続）

検証の対象となるダム事業（ 事業（ 施設））

基本的に、 用地買収、 生活再建工事、 転流

工工事、 本体工事の各段階に新たに入らないこ

ととし、地元住民の生活設計等への支障も配慮し

た上で、現段階を継続する必要最小限の予算を計

上。
（八ッ場ダムは生活再建事業を継続。 月以降に本体

工事の契約を行った、または予定している補助ダム事

業については、別途改めて判断する。）

なお、各道府県実施のダム事業については、 月

日付の文書等により、関係道府県知事に対して、

検証の対象となるダムも含め、検証への協力を要請

したところであり、補助ダム事業の予算については、

実施計画確定後に公表することとする。

社会資本整備総合交付金（仮称）の創設

与党の 平成 年度予算重要要点 及び先のマニ

フェストを踏まえ、活力創出、安全・安心、地域住

宅などの政策目的実現のため地方公共団体が行う社

会資本に関する基幹的な事業（基幹事業）のほか、

関連する社会資本整備や基幹事業の効果を一層高め

る社会資本整備以外の幅広い事業を一体的に支援す

るための交付金を創設する。

新たな交付金は、国土交通省所管の地方公共団体

向け個別補助金を一つの交付金に原則一括し、地方

公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせ

る総合的な交付金として創設する。

直轄事業負担金の抜本的見直し

維持管理に係る直轄事業負担金の廃止

マニフェストに盛り込まれた直轄事業負担金制度

の廃止に向けた第一歩として、平成 年度から維

持管理費負担金を廃止する。ただし、経過措置と

して、維持管理のうち特定の事業に要する費用に

ついては、平成 年度に限り負担金を徴収する（平

成 年度には維持管理費負担金を全廃）。

一級水系に係る流水占用料等の取扱いについて

は、引き続き、検討する。



新規要求事項（新規箇所、新規制度）

【新規箇所】

直轄事業

堰堤維持事業 箇所

特定緊急砂防事業 箇所

補助事業

床上浸水対策特別緊急事業 箇所

特定緊急砂防事業 箇所

砂防激甚災害対策特別緊急事業 箇所

特定緊急地すべり対策事業 箇所

具体の箇所名等については、実施計画策定段階で

確定の上、明らかにする。

【新規制度】

維持管理

古い年代に設置された既設の砂防堰堤等の内部構

造等にかかる調査の実施及び緊急改築にかかる支

援を行えるよう措置する。

災害対応・危機管理対策

警戒避難の的確な判断に高度な技術的知見が必要

となる天然ダム等の土砂災害が発生した際に、市

町村が避難指示等の発令を適切に行えるよう、被

災状況の緊急調査や監視・観測を国が行う仕組み

を整備する。

予防的な治水対策

調整池の整備等の流域対策と一体となった河川整

備への重点化を図る。また、対象地域を限定して

いた調節池整備について、より多くの地域で実施

できるよう措置する。

住宅が点在するような地域を輪中堤等の整備によ

り防御するなどの場合、土地利用状況に応じて一

部の住宅を移転させることでより効率的・経済的

な輪中堤等の整備が可能となる場合等において、

住宅移転にかかる支援ができるように措置する。

平成 年 月 日 治 水 （第三種郵便物認可） 第 号 （ ）

平成 年度河川局関係の直轄・補助事業に関する予算
（百万円）

河川局関係予算
平成 年度予算案

事 業 費 国 費

維持管理

災害対応・危機管理対策

予防的な治水対策

良好な河川環境の回復

ダム建設事業

その他

合 計

）直轄事業負担金については、維持管理分（特定の事業に要する費用を除く。）及び業務取扱費にかかる地方負担金収入
がないものとしている。
） 災害対応・危機管理対策 のうち激甚災害対策特別緊急事業等の災害対応事業及び ダム建設事業 のうち補助
ダム建設事業について、当該事業にかかる過年度国庫債務負担及び特定治水施設等整備事業を含んだ計数である。
） その他 は、補助率差額、特定河川改良・砂防工事交付金、消費税、国有資産所在市町村交付金、事業調査費、調
査諸費、横断的調査費、今回交付金化された事業にかかる過年度国債及び子ども手当にかかる業務取扱費の追加額であ
る。
）河川局関係予算には、上記のほか、災害復旧関係事業にかかる国費として平成 年度 （百万円）、行政部費とし
て平成 年度 （百万円）がある。
）河川局関係予算としては、上記のほか、社会資本整備総合交付金（仮称）（ 兆円）がある。

業務取扱費に対する地方負担等の廃止

事務の合理化等を図るため、直轄事業の業務取扱

費（退職手当、営繕宿舎費等）に係る地方負担制

度を全廃し、併せて補助事業（公共事業）の事務

費に対する国庫補助制度も全廃する。

河川局関係予算事項別総括表
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せられました。

審査は、小学生低学年の部・小学生高学年の部・

中学生の部・高校生の部・一般の部の 区分で行わ

れ、この度、国土交通大臣賞（最優秀賞） 点、国

土交通事務次官賞（優秀賞） 点、河川局長賞（優

良賞） 点、審査員特別賞 点、奨励賞 点（計

点）が決定しました。

主な入賞作品は、以下のとおりです。

国土交通省では、河川環境の保全・再生への取り

組みを推進するとともに、国民の河川愛護意識を醸

成することを目的として、毎年 月を河川愛護月間

と定め、さまざまな活動を行っています。

本年度の月間行事の一環として、全国の小学生・

中学生・高校生・一般の方を対象に、川に対する思

い出や思い、イメージを絵と文章で組み合わせた 河

川愛護月間 “絵手紙”を募集したところ、全国各

地から気持ちのこもった作品が多数（ 点）寄

河川愛護月間 “絵手紙”入賞作品の決定

国土交通省河川局治水課

三重県尾鷲市立尾鷲中学校

年 中子 満由那

【最優秀賞（国土交通大臣賞）】
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大分県佐伯市立鶴谷中学校

年 中濱 宥

茨城県立竜ヶ崎第一高等学校

年 中川 諄子

愛知県

西村 美智子

中学生の部

高校生の部

一般の部

福岡県水巻町立伊左座小学校

年 日高 在

【優秀賞（国土交通事務次官賞）】
小学生低学年の部

広島県三次市立八幡小学校

年 長畑 絢星

小学生高学年の部

広島県三次市立小童小学校

年 部谷 みなみ
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【優良賞（審査員特別賞受賞者）】

審査員
安斎千鶴子（元 東京造形大学教授）、石橋真理子（ライター）、小倉紀雄（東京農工大学名誉教授）、四方 洋（元 サン
デー毎日編集長）、水野麻紀子（小学館 編集長）、大平信弘（絵手紙募集実行委員会顧問）、佐藤直良（国土交通省河
川局長）

主催 国土交通省
協賛 建設広報協議会・ 日本河川協会・ 河川情報センター・ 河川環境管理財団・ リバーフロント整備センター

【河川局長賞】

内田 結菜 愛媛県 新居浜市立神郷小学校 年

津田 佳奈 高知県 高知市立昭和小学校 年

高橋 美帆 愛知県 半田市立板山小学校 年

渡邉実希子 愛知県 名古屋市立橘小学校 年

深沢 日菜 茨城県 神栖市立神栖第四中学校 年

吉野 智美 山口県 防府市立牟礼中学校 年

田中みどり 大阪府 大阪市立工芸高等学校 年

曽根原幸人 長野県

【審査員特別賞】

渡辺 萌香 新潟県 小千谷市立真人小学校 年

永瀬 七月 島根県 出雲市立塩冶小学校 年

中村 友菜 広島県 福山市立御幸小学校 年

瀧澤 優 秋田県 能代市立能代第一中学校 年

黒瀬 千佳 岡山県 倉敷市立福田中学校 年

奨 励 賞

【小学生低学年の部】

都道府県 学 校 名 学年 氏 名

茨城県 つくば市立竹園西小学校 石原ももこ

茨城県 北茨城市立明徳小学校 沢 光咲

千葉県 香取市立佐原小学校 香取 大河

新潟県 小千谷市立真人小学校 瀧澤

三重県 松阪市立香肌小学校 西村 幸大

三重県 松阪市立山室山小学校 上西優実花

三重県 紀北町立矢口小学校 中 亜嵐

京都府 京都市立松尾小学校 松野 夏子

京都府 綾部市立吉美小学校 由良 僚祐

京都府 立命館小学校 高木 大勢

京都府 立命館小学校 谷 将嗣

京都府 立命館小学校 西野 璃音

兵庫県 たつの市立揖西東小学校 久保田大介

兵庫県 たつの市立揖西東小学校 曽谷 祐斗

和歌山県 岩出市立中央小学校 渡邊 日向

広島県 福山市立御幸小学校 中村 啓人

広島県 福山市立御幸小学校 中村 祥子

山口県 防府市立松崎小学校 村田佳乃子

香川県 観音寺市立柞田小学校 大西 桜和

高知県 高知市立小高坂小学校 牧 桂史

高知県 香南市立野市東小学校 岡 礁南

長崎県 諫早市立北諫早小学校 小峯 羽奈

長崎県 諫早市立北諫早小学校 友永航太郎

長崎県 長崎市立高城台小学校 南口 琴音

宮崎県 小林市立三松小学校 森田すみれ

都道府県 学 校 名 学年 氏 名

都道府県 学 校 名 学年 氏 名

北海道 苫前町立古丹別小学校 柴田きなり

福島県 会津若松市立一箕小学校 鈴木 愛萌

茨城県 つくば市立九重小学校 古賀 結花

茨城県 神栖市立軽野小学校 猿田 瑞希

茨城県 神栖市立軽野小学校 野口 鮎美

新潟県 十日町市立千手小学校 高橋 芽生

富山県 高岡市立定塚小学校 真壁 里奈

愛知県 豊川市立長沢小学校 井上 千里

愛知県 豊川市立長沢小学校 伊藤 沙和

愛知県 豊川市立長沢小学校 大塚 真衣

愛知県 豊川市立赤坂小学校 中田 怜花

愛知県 豊川市立赤坂小学校 橋本 一輝

京都府 京都市立南大内小学校 野原 拓真

大阪府 泉大津市立浜小学校 谷東 優

【小学生高学年の部】
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兵庫県 赤穂市立高雄小学校 澗口 綜人

和歌山県 田辺市立新庄第二小学校 田中 陽也

和歌山県 岩出市立中央小学校 瓦間琳太郎

和歌山県 岩出市立中央小学校 大和 静流

島根県 松江市立秋鹿小学校 福島 美彩

島根県 安来市立島田小学校 加納 真美

岡山県 倉敷市立倉敷東小学校 難波そよ子

香川県 丸亀市立城西小学校 大倉 望史

香川県 まんのう町立満濃南小学校 松原安紀子

愛媛県 新居浜市立神郷小学校 栗栖ひかり

福岡県 嘉麻市立宮野小学校 大塚 陸

福岡県 嘉麻市立宮野小学校 大塚 稜真

熊本県 人吉市立中原小学校 尾方信之介

宮崎県 小林市立三松小学校 笹川吉之介

都道府県 学 校 名 学年 氏 名

茨城県 取手市立取手東中学校 鈴木佳奈子

茨城県 取手市立取手東中学校 塚越 明香

茨城県 神栖市立神栖第四中学校 田中 伊織

茨城県 笠間市立岩間中学校 鴨志田彩乃

群馬県 前橋市立宮城中学校 大 修平

群馬県 前橋市立宮城中学校 藤永 美緒

群馬県 前橋市立宮城中学校 横山 裕訓

群馬県 前橋市立宮城中学校 北爪 教貴

千葉県 栄町立栄中学校 松村 歩美

新潟県 三条市立下田中学校 西川 絵里

三重県 尾鷲市立尾鷲中学校 大川 志保

三重県 尾鷲市立尾鷲中学校 村 美幸

三重県 尾鷲市立尾鷲中学校 上村 真鈴

滋賀県 東近江市立朝桜中学校 河原田麻結

滋賀県 東近江市立朝桜中学校 六角 維吹

滋賀県 東近江市立朝桜中学校 北川みゆき

滋賀県 東近江市立朝桜中学校 小林 夏海

滋賀県 東近江市立朝桜中学校 早坂 琴菜

滋賀県 東近江市立朝桜中学校 吉田 桃香

大阪府 大阪市立咲くやこの花中学校 橋本絵里奈

和歌山県 和歌山県立桐蔭中学校 栖原 志歩

【中学生の部】

都道府県 学 校 名 学年 氏 名

岡山県 倉敷市立福田中学校會 阪上 恵美

香川県 観音寺市立観音寺中学校 西山 安輝

香川県 香川大学教育学部付属坂出中学校 資逸 広輝

香川県 香川大学教育学部付属坂出中学校 土居晃大朗

香川県 香川大学教育学部付属坂出中学校 山西 雄大

香川県 香川大学教育学部付属坂出中学校 吉本 朱希

香川県 香川大学教育学部付属坂出中学校 赤澤 如香

香川県 香川大学教育学部付属坂出中学校 池田 桃子

香川県 香川大学教育学部付属坂出中学校 竹内 文菜

香川県 香川大学教育学部付属坂出中学校 山崎 悠平

香川県 香川大学教育学部付属坂出中学校 玉城 悠仁

大分県 佐伯市立鶴谷中学校 中島 唯

沖縄県 竹富町立大原中学校 衣斐 菜々

都道府県 学 校 名 学年 氏 名

新潟県 第一高等学院新潟校 永井 春樹

大阪府 大阪市立工芸高等学校 相磯 桃花

大阪府 大阪市立工芸高等学校 大塚 美里

大阪府 大阪市立工芸高等学校 木村 友美

兵庫県 兵庫県立神戸甲北高等学校 山崎 優

鳥取県 米子永島学園米子松蔭高等学校 藤原 元希

都道府県 学 校 名 学年 氏 名

【高校生の部】

栃木県 吉澤 久子

愛知県 清水ひさ子

大阪府 白石 恵子

和歌山県 竹原都美子

広島県 瀬尾千 富

山口県 瀬口 勲

熊本県 宮本 和子

都道府県 氏 名

【一般の部】
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全水連だより

月 日 （曜） 時 刻 行 事 会 場

月 日 火 全水連春季理事会 麹町会館

月 日 木 第 回全水連総会 山口県（山口市）

月 日 木 年度全国治水大会 山口県（山口市）

月 日 木 全水連秋季理事会 麹町会館

月下旬 月上旬 午後 東北地方治水大会 山形県（山形市）

午後 北陸地方治水大会 富山県（富山市）

午後 中部地方治水大会 三重県（津市）

午後 近畿地方治水大会 京都府（京都市）

午後 四国地方治水大会 徳島県（徳島市）

午後 九州地区治水大会 大分県（大分市）

月 日 月 年度促進全国大会 砂防会館別館

（注）各地方治水大会の日程は、これから決定いたします。

平成 年度 全 水 連 行 事 予 定
（平成 年 月 日現在）

全国治水期成同盟会連合会

月 日 （曜） 時 刻 行 事 会 場

月 日 火 全水連春季理事会 麹町会館

月 日 木 第 回全水連総会 高知県立県民文化ホール

月 日 木 年度全国治水大会 高知県立県民文化ホール

月 日 水 全水連秋季理事会 麹町会館

月 日 木 中部地方治水大会 静岡グランシップ（静岡市）

月 日 水 九州地区治水大会 宮崎市民プラザ（宮崎市）

月 日 金 東北地方治水大会 ホテル福島グリーンパレス

月 日 水 中国地方治水大会 ビックハート出雲（出雲市）

月 日 月 近畿地方治水大会 ホテルグランヴィイア（和歌山市）

月 日 木 年度促進全国大会 砂防会館別館

参 考

平成 年度 全 水 連 行 事 実 績
（平成 年 月 日現在）


